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本報告書は、ユニバーサル製缶株式会社のCSRに対す
る考え方や取り組みなどについて、当社を支えてくださ
るステークホルダーの皆さまに分かりやすく報告し、ご
理解いただくことを目指しています。

また、飲料用アルミ缶メーカーとして、当社が事業活動
を通じて社会や地球に対して果たしている役割や取り組
み等についても掲載しています。

本報告書に掲載していない関連情報の詳細は、ホームペ
ージ上でも報告していますので、併せてご参照くださる
ようお願いいたします。

当社ホームページURL  http://www.unican.co. jp/

【報告範囲】
［対象期間］2011年度（当社事業年度：2011年４月～2012年３月末）を
 中心に、一部には2012年９月末までの状況報告や2011年度
 以前の活動も含めて掲載しています。
［対象組織］ユニバーサル製缶株式会社、新菱アルミテクノ株式会社
［発行時期］2012年10月（次回：2013年10月予定、前回：2011年10月）

本報告書には、過去または現在の事実に関するもの以外に、当社の将来に対
する予測・予想・計画等も掲載しています。これらは現時点で入手可能な情報
に基づく仮定ないし判断であり、将来の事業環境の変化等によって影響を受
ける可能性があることをあらかじめお断りいたします。

編集方針

「人と社会と地球にやさしい飲料容器の提供」
■ 食の安全・安心に貢献します

■ 環境負荷の低減を追及します

■ お客様の立場に立って、
　 価値ある技術、製品、サービスを提供します

経営理念

■ CSR 活動を推進し、全てのステークホルダーから
　 信頼される会社になる

■ 業界トップの品質、コスト競争力を実現し、
　 価値ある技術、製品、サービスを提供し続けることにより、
　 顧客から信頼される戦略パートナーとなる

■ 健康で安全な職場環境を構築し、
　 働く喜びと挑戦意欲に満ちた元気な会社になる

経営方針
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ユニバーサル製缶株式会社
2005 年 10月 1日
〒 112-8525 東京都文京区後楽 1-4-25　日教販ビル 8階
80億円
三菱マテリアル株式会社　80％
ホッカンホールディングス株式会社　20%
取締役社長　白井　啓一
約 900名（2012 年 8月末現在）
結城工場、群馬工場、富士小山工場、岐阜工場、滋賀工場、岡山工場
大阪支店、上海事務所
飲料用アルミ缶の製造、販売及び研究開発
新菱アルミテクノ株式会社

ユニバーサル製缶株式会社の概要

社 名
設 立
本 社
資 本 金
出 資 比 率

代 表 者
従 業 員 数
生 産 拠 点
支店・事務所
事 業 内 容
関 係 会 社

本社

富士小山オフィス

〒112-8525
東京都文京区後楽 1-4-25 日教販ビル８階
Tel ：03-3868-7470
Fax ：03-3868-7467
③ISO9001 　

〒200040
中華人民共和国
上海市静安区南京西路1601号
越洋広場（パークプレイス）38階‐59室
Tel ：+86-21-6171-3750
Fax ： +86-21-6171-3751 　

③ISO9001, ISO14001, ISO22000

③ISO9001, ISO14001, ISO22000

③ISO9001, ISO14001, ISO22000

③ISO9001, ISO14001, ISO22000

③ISO9001 

③ISO9001, ISO14001, ISO22000

③ISO9001, ISO14001, ISO22000
③ISO9001, ISO14001, ISO22000

上海事務所

③ISO9001 

大阪支店

会社概要

事業所概要 ①操業開始年・月　②製品　③取得 ISO
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Can For You!
全社一体となり、気概を持って
食の安全･安心にさらなる貢献を！

 社長メッセージ

「CSR報告書2012」の発刊に当たり、ユニバーサル製缶社のCSR活動が目指すところについて、
白井啓一取締役社長にインタビューを行いました。

震災からの早期復旧を達成し
お客様への供給責任を果たす

――ユニバーサル製缶社のCSR活動について、
日頃のお考えをお聞かせください。

白井社長　当社が掲げる「人と社会と地球にやさし

い飲料容器の提供」という経営理念の実現に向け、

全社が一体となって事業活動（飲料用アルミ缶容器

の開発・製造・販売）を行っていくことこそが当社の

CSRと考えています。

　企業が社会において持続可能な活動を行っていく

ために、社会の多岐にわたる要請を取り入れ、長期

的な視点に立ったCSR活動を行うことが極めて重要

だと考えています。

　昨年の東日本大震災後においても、当社経営理念

の下、ステークホルダーの皆様のために全力で取り

組んでまいりました。被災した３工場の復旧を早期

に終え、お客様への製品の安定供給に努めた結果、

お客様からはこれまで以上に厚い信頼をいただくこ

とができました。

「安全第一・危険ゼロ」
全工場においてゼロ災害達成を
――各工場とも繁忙ですが、「安全確保」について
はどのように取り組んでこられましたか。

白井社長　経営目標の第一に、「安全第一・危険ゼロ」

を掲げています。安全を疎かにしては事業活動を継

続していくことができないと考えています。残念な

がら2011年度は数件の労働災害が発生していま

す。これを受け、安全確保のための設備的な改善を

実施し、全社員に安全確保を徹底する取り組みを継

続しています。また、2009年3月に岡山工場が認

証取得したOSHMS（労働安全衛生マネジメントシ

ステム）は、現在他工場への水平展開を着実に進め

ています。

　幸い、2012年度第1四半期は、全工場において

ゼロ災害を達成することができました。

――「食の安全・安心」についてはいかがですか。
白井社長　経営目標のひとつに､「食の安全・安心に

貢献」することを掲げています。その一環として

ISO22000（FSMS;食品安全マネジメントシステ

ム）については、2011年１月に全工場認証取得が

完了していますが、FSMSの発展型とも言われます

FSSC22000についても本年末の取得に向けて全

工場で活動を行っています。このような活動を通じ

て、「食の安全・安心」への全社員の意識向上に努め

るとともに、それぞれの工場で築き上げた良好な状

態を維持・継続していくことにも努めてまいります。
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「CSR報告書2012」の発刊に当たり、ユニバーサル製缶社のCSR活動が目指すところについて、
白井啓一取締役社長にインタビューを行いました。

持続的発展を担う
人財育成が必要不可欠

――人財育成についてはいかがですか。
白井社長　今後当社が持続的に発展し社会に貢献し

ていくために、また、当社を担う若手社員のために

も、長い歴史の中で培われてきた技能・技術や経験

を正しく伝え活かすことのできる人財育成が必要不

可欠と考えています。特に中間層が少なくなってい

る当社にとって、ベテランから若手社員への技能・

技術伝承が肝要と考えています。

　当社は、人財開発部を中心として技能の伝承を目

的とする「SEEP（スキル評価と教育プログラム）」、

技術の伝承・知識教育を目的とする「アルミ缶大学」、

そして「階層別研修」を三本柱に置いて人財育成に取

り組んでいます。3年を経過し、内容も着実に充実

してきましたので、今後もこの取り組みをさらに深

化させ、各担当職務のプロフェッショナルの育成に

努めてまいります。現場の操業を担う社員の技術・

技能、すなわち現場力は当社の現在、今後を担う原

動力となっており、その優劣が企業の業績を左右す

ると言っても過言ではないと信じています。

――コンプライアンスについてはいかがですか。
白井社長　コンプライアンス（法令遵守）意識の向上

については経営者が社員に説き続けることも大切な

ことですが、社員が自己の判断で、日々の仕事の中

で、また社会人として良識のある行動をとることが

大事だと思っています。

　事故・不祥事の未然防止については、職場でのコ

ミュニケーションを通じた、不自然な雰囲気を察知

する「気付く力」を醸成することによって、「人間の

弱い面を顕在化させない」しくみを作っていくべき

だと考えています。そのため、機会があるごとに職

場でのコミュニケーションの大切さを説いていま

す。今後も全社をあげて、着実にコンプライアンス

意識の向上に努めていきたいと思います。

持続的発展を目指して
新たな将来ビジョンを

――当社CSRのこれからの方向性、ステークホル
ダーの皆様へのメッセージをお願いします。

白井社長　冒頭でも述べましたが、当社の経営理念

を実現するため、本業を通じて社会に貢献していく

ことこそが、当社のCSR活動です。お客様をはじめ
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私たちの部門のCSR活動 各部門担当役員メッセージ

――ユニバーサル製缶社は、価値ある技術、製品、サービスの提供を通じてステークホルダーに信頼される企業となる
ことを目指しています。そこで、各部門の 2011 年度の取り組み状況、今後の活動内容などについて各部門担当役員よ
り報告いたします――

お客様も、当社もともに
メリットが享受できるような橋渡し役

営業部門、海外事業 常務取締役　富永　泰夫

ボトル缶が年間10億缶超を達成
　2011年は、東日本大震災により結城・群馬・富士小山の3
工場が被災しましたが、関係先のご協力、社内の一丸となっ
た復旧対策により生産活動を早期に再開し、お客様の要請に
お応えすることができ、結果的にご信頼の向上も図ることが
できました。生産部門をはじめ関係各部門に改めて御礼申し
上げます。
　また、長年にわたって開発・技術・生産・営業部門が一体と
なって粘り強く取り組んできているボトル缶の生産・販売量
が、上期5億缶、下期5億缶、合計10億缶超の新記録を達成
することができました。少子高齢化等によるアルミ缶需要の
減少傾向の中にあって、年間を通じて需要が期待できるコー
ヒー、お茶などの飲料向けにアルミ缶を使用していただくた
めに新製品・新技術開発に取り組んでいます。その成果がよ
うやく日の目を見て、最近、ボトル缶がお客様からも消費者
からも支持され、今回の新記録達成につながりました。ボト

ル缶の増産・増販は、通
常缶の繁閑差が大きい当
社にとって事業採算上も
寄与するところが大とな
るものです。

海外市場でのボトル缶拡大に向けて
　当社が市場に提供しているボトル缶が、ようやく多くのお客
様に採用され販売量を伸ばしています。しかし、今後も国内の
飲料容器需要は大きな伸びが期待できないため、海外市場、特
に中国、韓国、台湾、オーストラリアなどへのボトル缶販売の拡
大、さらに現地での生産体制の構築を関係先と検討しています。
　これからも営業部門としては、お客様のニーズと生産現場・
技術部門との間に立って、お客様にとっても、また当社にと
ってもメリットが享受できるような橋渡し役を担っていきた
いと考えています。

取締役社長

お取引先、地域住民、社員、株主などステークホル

ダーの皆さんのご理解、ご協力を得て、当社の業績

も向上しつつあり感謝の念にたえません。依然とし

て厳しい事業環境の中にありますが、持続的発展を

目指して新たな将来ビジョンを描く状況に至ってお

ります。

　Can　For　You ！のスローガンの下、全社一体

となり、さらなる気概を持って前進していく所存で

すので、ステークホルダーの皆様にはさらなるご指

導・ご鞭撻のほどよろしくお願い申し上げます。

――どうもありがとうございました。

経営報告 Management Report
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経営報告 Management Report

社員全員が喜びと誇りを持てる職場づくりを

お客様に「食の安全・安心確保」を保証したアルミ缶を

経営・管理部門、内部統制

品質保証部門

常務取締役　内藤　英一

取締役　新保　寛明

 各部門担当役員メッセージ

内部統制の効いたコンプライアンス経営の徹底
　当社の経営理念「人と社会と地球にやさしい飲料容器の提
供」を実現するため、経営・管理部門ではCSRの観点から「コ
ンプライアンスの徹底」とステークホルダーの一員である社
員の皆さんの「満足度の向上」に努めています。
　当社は、組織もその運用もコンパクトであり経営トップ以
下各幹部、各部門間においても自由闊達に議論ができる風土
ができていると思います。そのため、いわゆる「カビ型」と言
われる組織防衛型不祥事が発生する土壌はないと思っていま
すが、「ムシ型」と言われる個人単位での不祥事が懸念されま
す。今後とも、全社員へのコンプライアンス意識の徹底を図
り、不祥事の撲滅を図っていきたいと思います。
　また、今年度から年に一度は全社員が「CSR研修」を受講す
る体制を整えるほか、リスクマネジメントについても実効性
を確保すべく、全社的な推進体制を見直していくこととして
います。

社員全員が
生き生きと働ける
職場づくり
　社員の皆さんの満足
度向上のためには、社員全員が生き生きと働ける職場づくりが必
要です。当社の人事制度は、多くの社員の出身母体である三菱マ
テリアル社および北海製罐社の制度をベースにおいていますが、
これからは、ユニバーサル製缶社として独自の制度を見直し、創
っていくべき時期にきていると考えています。来年度からは、公
的年金の支給時期が引き上げられますので、定年後再雇用制度
についての見直しが課題となっています。現在経営企画部を中心
に取り組みを開始している「長期ビジョン」の検討を踏まえ、製
缶業界の中で当社が競争に打ち勝っていくための「あるべき姿」
について全社的に議論していきたいと考えています。
　ユニバーサル製缶社で働けることが、社員全員の喜びであ
り、誇りとなるような職場づくりにしっかりと取り組んでい
きたいと思います。

クレーム発生件数は減少傾向に
　品質保証部門は、「食の安全・安心確保」を保証したアルミ
缶をお客様にお届けすることを使命として、生産部門をはじ
め関係各部門との協働作業を継続して実施しています。この
数年間のクレーム発生件数は減少傾向にありますが、さらな
る取り組みが必要と考えています。目標達成のためのひとつ
としてISO22000 （FSMS;食品安全マネジメントシステム）
の認証取得を2011年1月、全6工場において完了しました。
　経営目標のひとつでもある「品質優先・クレームゼロ」に向
けて、「流出防止」､「発生源対策」の2本柱によって品質管理を
徹底しています。そのため「変化・変更点管理」（製品あるい
は製造工程の変化・変更を確実にチェックし管理する）を生産
部門と連携して推進していますが、2012年度は「変化・変更
点確認の完全定着」を目指しています。

本年末までに全6工場にてFSSC22000の認証取得
　ISO22000の認証取得に続いて、FSSC22000の認証取得

に向けて各工場・関係各
部門と協働中で、本年
末までに全６工場にて
取 得 す る 予 定 で す。
FSSC22000は、より
高度に食品の安全衛生を担保するマネジメントシステムです。食
品テロや食物アレルギー物質管理などについても定められてお
り、より具体的で厳しい要求事項となっています。お客様からは、
これまで以上に厚い信頼がいただけるものと考えています。
　さらに、製造段階での品質保証体制の強化を目的として内面検査機
のアルゴリズムの最適化や、アルミ缶材メーカーと品質改善活動を継
続して行っていきます。また、品質コストマネジメントシステムにお
いて、岡山工場とともに「品質コストの見える化」を試行しています。
　現在、缶・蓋の薄肉軽量化が進められています。今まで以
上に高度な生産技術や、管理技術が必要となってきています
ので、各工場・関係部門との協働作業を通して、品質のさら
なる向上に努めていきたいと考えています。
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経営報告 Management Report

私たちの部門のCSR活動 

長期的な視野に立ち持続的発展を担う人財の育成

人財開発部門 常務執行役員　吉田　道仁

持続的発展を担う人財育成の3本柱
　人財開発部門は、当社の持続的発展を担う人財育成を専門
に担当する部門として、この3年間、①アルミ缶大学、②
SEEP（スキル評価と教育プログラム）、③階層別研修を三本
柱とする教育体系を策定し、運用を行っています。
　2011年度、アルミ缶大学については3年目と6年目の「保
全技能」を中心にスタートさせ、それにプラス10年目教育を
後半から取り入れています。これは選抜制ですが、保全技能
の集大成として集合研修も行うようにしています。
　SEEPは昨年度、工場の技能系を対象にボディ部門8工程、
エンド部門4工程が終了しており、昨年後半から間接部門（カ
スタマーサービス、営業、品質・生産管理等）においても
SEEPを始めています。
　階層別研修は、従前と大きな変化はなく、6年目、10年目
相当を中心に実施しています。昨年から、三菱マテリアル社
のグループ研修センターの講座が公開されており、技術系社
員、海外派遣要員の講座も受講できるようになっています。

「もっと早く学びた
かった」という感想
が多い
　現状は、納期対応で繁
忙な現場も多いですが、
当社が持続的な発展を遂げていくためには、人財育成が不可
欠です。アルミ缶大学では「図書館機能」を充実させていくこ
とにしています。SEEPについては間接部門でも必要とされ
ており、各部門でどのようなスキルが求められているか、
OJTで何を教えるのかなどについてよく協議し、成果が上が
るようにしていきたいと思っています。
　これまで継続的に実施している各種の教育について、受講
者やトレーナーの感想の中に､「教育が非常に役に立っている」

「もっと早く学びたかった」という意見が多くみられました。
今後も次世代を担う人財育成について関係部門の皆さんにこ
れまで以上に理解と協力をいただきたいと思います。

環境負荷低減に貢献する
アルミ缶の薄肉軽量化に挑む

技術開発部門 常務執行役員　中村　博志

製缶技術の限界を極める第4世代の開発へ
　技術開発部門では、食の安全・安心を確保するアルミ缶の
進化に取り組んでいます。近年は、環境負荷低減に貢献する
アルミ缶の缶胴・缶蓋の薄肉軽量化に重点をおいています。
現在、第3世代が実用化されつつあり、さらに製缶技術の限
界を極める第4世代に向けて開発が進行しています。このレ
ベルになりますと充填ライン、流通での搬送でも課題が生じ
ますので、関係各方面とも連携を取りながら進めています。
　ボトル缶については、長年の開発・生産・営業部門の一体と
なった新製品開発努力が実り、市場の評価を受けて好調に推
移していますが、今後できるだけ速やかに薄肉軽量化を進め
るべく、お客様の要求される品質と生産効率とのバランスを
とりつつ進めていきたいと思っています。また、食の安全・安
心確保の一環として、アルミ缶の内面を塗装する塗料につい
て、環境ホルモン抑制の観点から規制値以上に高いレベルの
自主規制を行うことを検討しています。

今後は省エネルギー
の一段上をいく
節電を徹底
　技術関係では生産部
門と連携して動いていますが、生産部門で実施している電力
規制対応についてサポートしています。アルミ缶工場は年間
を通じてフル稼働しています。昨年は電力規制に何とか対応
することができましたが、今後は省エネの一段上をいく節電
を徹底していく考えです。メインの生産設備に加えて付帯設
備についても省エネ・節電の見直しを行い、必要な個所には
設備投資も行っていく考えです。
　技術開発部門は、製缶技術を向上させる現場力アップにつ
いても知見を持ったスタッフがいますので、工場の生産現場
だけでは解決しにくい課題について、生産阻害要因を提起し
てもらい、生産部門と連携を取りながら深化させていきたい
と思っています。
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安全第一・危険ゼロと環境事故ゼロを目指す

安全第一・品質優先、省エネルギー・節電を目指す

安全環境部門

生産部門

執行役員　細田　良司

執行役員　野村　俊秀

 各部門担当役員メッセージ

「人」と「設備」の両面からの安全活動を展開
　安全関係については2011年度も、①「人」のレベルアップ
活動、②「設備」のリスク低減活動、③OSHMS（労働安全衛
生マネジメントシステム）の推進など、「人」と「設備」の両面
からの活動を展開してきました。安全成績としては前年度と
ほぼ同じ水準となっています。
　2012年度は、①「人」のレベルアップでは新入社員の安全
教育の強化、「体感教育」は200名の受講者を予定しています。
さらに、各工場周辺の「安全優良工場」の見学会（全社で145
名の受講予定）などを実施します。②「設備」のリスク低減に
ついては、設備の不具合や、不安全箇所を2011年度の未是
正分と合わせて78件の是正を行っていきます。③OSHMSに
ついては、岡山工場に続いて全工場への横展開を進めます。
　環境関係は、環境方針の重点取り組み①省エネ推進、②水質管
理、③廃棄物管理、④環境法令遵守のためのしくみづくり、⑤ユ
ニ缶EMS（環境マネジメントシステム）の確立――の５項目につい
て活動しています。その一例として、①省エネ推進では、エネル

ギー原単位は2010年度
比でボディ部門約5％
減、エンド・キャップ部
門約9％減を達成してい
ます。各工場で省エネの「見える化」による効果が出てきました。
②水質管理では、「水質事故」に関する対応手順が整備されました。

安全・環境ともに全社で事故ゼロに
　安全関係は、「安全第一・危険ゼロ」を目標に、今後も全工場で
着実に取り組んでいきます。2012年度第1四半期を終了し、ゼ
ロ災となっております。また、環境関係についても「環境事故ゼ
ロ」を目指しています。法令遵守の徹底とリスクアセスメントに
よる環境保全を各工場で実施し、2012年度第1四半期は事故ゼ
ロとなっております。
　今後も、心を引き締め、社員一人ひとりが自分たちの工場を守
るという意識をベースに、関係各部門と連携して「労働災害・環
境事故ゼロ」を継続していきたいと思います。

全工場においてコスト削減と省エネルギーを推進
　生産部門では、「安全第一・危険ゼロ」「品質優先・クレーム
ゼロ」の経営目標に則り、安全・品質を最優先して、生産性・
歩留向上、コスト削減（使用原単位低減）、省エネルギーなど
に全員で取り組んでいます。特に、環境負荷低減のため缶胴・
缶蓋の薄肉軽量化を全工場において展開しており、次世代の
薄肉軽量化に向けて量産工場での開発試験も行っています。
また、生産設備の老朽化についても、生産性、歩留、省エネ
に効果のある対策を盛り込んで実施中です。
　現在、6工場のそれぞれにコスト削減テーマを設定し、月
次で進捗を管理しています。例えば、①缶洗浄装置の改善に
よる使用原材料の低減、②昨年岡山工場で実施したフィルタ
ープレスの更新を結城・岐阜工場に展開し産業廃棄物量の低
減、③新規に油水分離装置を導入し産業廃棄物量の低減――
などを実施しています。また、省エネ対策では2011年度は
年間の実績エネルギー原単位（原油換算、缶胴工場）で前年比
5.7％を低減できました。これは、エアー供給用コンプレッ

サーの制御方式を改善
し電力量を削減したこ
と、冷暖房機を更新し
LPG使用量を削減した
ことなどによります。

全工場できめ細かい節電対策を展開
　2011年度は、東京電力管内で電力調整が実施され、結城・
群馬・富士小山工場で影響を受けました。当社としても10％
の電力削減を目標に取り組んでおり、2012年度も継続して
いきます。さらに、本年度は全国的に節電が必要とされてお
り、当社も全工場で、①照明・空調機器の効率的な使用（一部
LED照明への切り替え）、②老朽化した高圧トランスの変圧器
更新、③搬送設備のブロワーモーターおよび各種ポンプのイ
ンバーター化――などに取り組んでいきます。
　今後も、営業部門、技術開発部門等と連携し、お客様に安
全・安心な容器の安定供給に努めたいと思います。
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群馬工場の省エネに関する今年度の目玉は、冷却水ポンプのイ
ンバーター化による電力削減で、月当り約8,000kwhの削減を見
込んでいます。今後も他工場と情報交換を行いながら照明のLED
化なども進めていきますが、地中熱利用など自然エネルギー活用
も長期的視野でみると今後重要になると考え、並行して検討を進
めます。また、生産性を上げることも、省エネにつながるため、今
後も歩留りをはじめ時間当り生産量の向上へ力を入れていきます。

群馬工場長

北村　貴彦

省エネ

消費者の皆様の「食の安全・安心」に対する関心が年々高まるな
か、従業員一人ひとりが食品の容器を製造しているということをし
っかりと自覚し、お客様に安心してお使いいただけるよう、日々、
製品品質の維持向上に努めています。また、品質に対し自己満足
を懐かぬよう、社内他工場との品質管理活動のクロスチェック、
外部機関による食品安全の認証監査、そしてお客様による品質監
査等により、さらなる品質向上を図るよう取り組んでいきます。

滋賀工場長

保谷　敬三

品質

今年度は、ユニバーサル製缶全社を挙げてFSSC22000の
認証取得という大きな目標を基に、現在、各部署にて準備してい
るところです。このFSSC22000を取得することにより、今まで
以上に、汚染防止に繋がる衛生面の向上、また、食品安全を通
じてさらなる工場全体のセキュリティー強化にも期待ができます。
これにより、お客様に対しより一層の信頼性向上を図り、安全か
つ安心して製品をご使用いただけるよう、取り組んでいきます。

結城工場長

大谷　俊介

食品安全

岐阜工場では、環境保全活動の一環としてVOC（揮発性有機化
合物）排出抑制装置の運用や缶洗浄の排水浄化工程の常時監視
に加え、万が一に備えた夜間緊急時の対応訓練等を鋭意実施し
ています。また、廃棄物削減への取り組みとして遠心分離による
廃液類の中間処理といった工夫を、従業員自らの発案も取り入れ
ながら行っています。堅実な法令遵守とともに今後もさらなる環
境負荷とそのリスク低減に向けた活動のレベルアップに努めます。

岐阜工場長

関根　英幸

環境

富士小山の安全目標の一つは「自らの不安全行動を戒めよ
う」です。安全行動を妨げる心理的作用が３つあります。ま
ず焦って行動すると自分を制御できなくなります。慌てて作
業すること自体が不安全行動であると肝に銘じること。次に
疲労・睡眠不足・薬の服用により注意散漫にならないこと。最
後は反射的行動です。重量物がグラッときたら手を出さずに
逃げましょう。日頃から想定訓練しておくことが大切です。

富士小山工場長

新宮領　拓郎

労働安全

当工場は昭和49年に起工、38年が経過。ちょうど第１期生の
技術者がここ数年後には定年退職を迎えることとなり、工場での
技術の伝承が大きな課題ととらえ、人財育成に取り組んでいま
す。具体的には、社内外の各種研修等積極的に受講。工場内で
は基本OJT教育が主体ですが、ベテラン技能者が指導員となり、
機械構造や調整方法など技能のノウハウを教育伝授しています。
今後も技術者の人財育成に注力し活動展開を図っていきます。

岡山工場長

梅田　涼二

人財育成

私たちの工場のCSR活動
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コーポレート・ガバナンス

CSR推進体制

CSRへの全社的な取り組み

 意思決定及び業務執行の体制
　当社における経営の意思決定および監督については、現在取締
役５名で構成される取締役会において行っています。また、意思
決定の迅速化と機動的な会社運営体制を構築するために、執行役
員制度を導入しています。この構成は、迅速な意思決定を行うと

ともに、経営の客観性と透明性を確保するうえで適正と考えてい
ます。この他、取締役会に付議される案件は、取締役社長および
数名の社長補佐役員で構成される経営会議にて事前に十分な審議
を行っています。

監査体制
　当社の監査体制は、監査役・監査役会による業務監査・会計監査、
会計監査人による会計監査、業務監査部による内部監査と三様の
監査体制を敷き、業務の改善に努めています。
　監査役会は、取締役の職務執行を監査し、その適正確保に努め
ています。
　業務監査部は、取締役社長直属の組織として、主に業務内容全
般の適法性、合理性、能率性などを監査し、本社、事業所および
子会社の内部監査結果を経営会議に報告します。また、被監査部
署に対して改善指導を行います。
　その他、三菱マテリアル社の経営監査も受けています。

CSR活動
　当社は会社設立以来、企業の持続的発展に必要不可欠となるス
テークホルダーからの信頼を得るため、不祥事・事故等の未然防止
に向けたコンプライアンスの強化徹底およびリスクマネジメント
活動を基礎としたCSR活動に取り組んでいます。
　CSR委員会は、取締役社長を委員長、経営管理部門・内部統制
関係担当役員を副委員長とし、本社各部門の担当役員、工場長お
よび常勤監査役（オブザーバー）で構成しています。CSR委員会は
毎年度末に開催され、当該年度の活動報告と次年度の基本方針お
よびCSR活動計画等を審議しています。また、随時、臨時CSR委
員会を開催し、リスクマネジメント活動の進捗報告、不祥事等の
情報共有を行っています。
　当社CSR推進体制は、各部門担当役員、工場長および子会社社
長をCSR責任者とし、その下にCSR管理者およびCSR担当者を配
置し、全社を挙げてCSR活動に取り組んでいます。

コンプライアンス
　コンプライアンスは、当社CSR活動の基礎の一つであり、全社
員のコンプライアンス･マインド向上を目指して、2011年度は以
下の取り組みを行っています。
①三菱マテリアルグループ企業倫理月間（毎年10月）における啓蒙活動
・社内報秋号の特集記事「企業倫理月間を迎えるに当たって」
・各職場における企業倫理教育の実施（三菱マテリアル社作成の「私

たちの行動指針10章ケーススタディ集」等を活用した講習会、職
場ミーティングの実施）

②コンプライアンス教育
・CSR教育と一体化したコンプライアンス教育を実施
　2011年度は、全従業員のコンプライアンスマインド向上を図る

目的で、全社員を対象としたハラスメント研修を実施しました。

 リスクマネジメント
　当社では、管理部総務・人事室がCSR委員会事務局として、リ
スクマネジメント実施部署（本社部門、工場および子会社）と連携
して、リスクマネジメント活動を推進しています。
　毎年度、リスクマネジメント実施部署はリスクを洗い出し、当該
リスクの発生確率、被害規模等を総合評価します。当該リスクの
一部については、リスクアセスメント、リスク対策を実施しており、
PDCA（Plan、Do、Check、Action）サイクルで取り組んでいます。
今後もリスクマネジメント活動の精度を向上させていきます。

取締役・執行役員
業務執行部門

CSR委員会経営会議

選定
解職
監督

選任・解任選任・解任 選任・解任

コーポレート・ガバナンス体制

CSR推進体制

CSR推進体制組織図

本社　工場　支店　新菱アルミテクノ社

株主総会

取締役会 監査役

委員長

事務局 常勤監査役副委員長

責任者

管理者

担当者

責任者

管理者

担当者

責任者

管理者

担当者

工場各部門 子会社

業務監査部

会
計
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人

CSR委員会

CSR委員会

CSR委員会事務局（管理部総務・人事室）
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取締役会 取締役・執行役員
業務執行部門

CSR委員会経営会議

選定
解職
監督

選任・解任選任・解任 選任・解任

コーポレート・ガバナンス体制

CSR推進体制

CSR推進体制組織図

本社　工場　支店　新菱アルミテクノ社

株主総会

取締役会 監査役

委員長

事務局 常勤監査役副委員長

責任者

管理者

担当者

責任者

管理者

担当者

責任者

管理者

担当者

工場各部門 子会社

業務監査部
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CSR委員会

CSR委員会

CSR委員会事務局（管理部総務・人事室）
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『人と社会と地球にやさしい
飲料容器の提供』
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環境への取り組み体制

環境マネジメント

　当社は、2006年度までに全社でISO14001の認証を取

得し、アルミ缶製造による環境負荷の低減に努めてきました。

2010年度からは、認証取得範囲主体を工場に絞り、さらな

る取り組み体制の強化を図っています。また、環境方針を実

践するために、社長が委員長を務める「全社環境委員会（a）」

で、環境に関する全社的な方向性の決定（ｐ）や、結果の評価

（検討・見直し）を行っています。同時に工場長を中心とした

「サイト環境委員会（A）」で、各工場の目的・目標を設定（P）

し、地域の条例などに応じた独自の環境保全活動を行ってい

ます（D・C）。全社で取り組むべき重点項目については、環境

方針の中で重点取り組みテーマとして明記し専門委員会を設

置して活動しています。

ユニバーサル製缶株式会社環境方針 2012年度重点取り組み項目

使用エネルギー比較

クローズドループリサイクル
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再生地金 3

新地金 100

当社の環境マネジメントシステム

輸送トンキロとエネルギー使用原単位

ライフサイクルでの消費・排出量（当社350ml- 蓋 204径 1缶あたり）
温室効果ガス（CO2換算） エネルギー消費量

101.4 g 1.83 MJ
*2010 年度データ
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原単位
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現場の委員会（会議）と全社委員会の位置づけ

 

［全社の会議］
全社環境委員会
省エネ推進委員会

［現場の会議］
C 

当社アルミ缶の材料構成

廃棄物量の現状と対策後の効果
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クーラント その他

※全工場実施後の理論値

95%削減し
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有価物化！

約40%

再生材
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新地金

　ユニバーサル製缶株式会社（以下、当社という）は、アルミニ
ウム製の飲料缶を製造している。
　当社は、地球環境の保全が人類共通の最重要課題の一つで
あることを認識し、事業活動に伴う環境負荷の低減を図ると
ともに、環境に優しい製品を提供するため、次の環境保全活
動を実施する。

1．環境意識の育成　
　当社は、事業活動が環境に与える影響を認識し、社員の一
人一人が環境保全に努めるよう、「ユニバーサル製缶株式会社
環境方針」を全社員に周知させることにより、環境意識の育成
を図る。

２．環境マネジメントシステムの継続的改善及び環境汚染の予防
　当社は、環境保全を重要課題に位置付けて、環境マネジメ
ントシステムの継続的改善を図り、環境面のパフォーマンスの
向上と環境汚染の予防に努める。

３．環境関連法令の遵守　
　当社は、環境関連の法令、および、社会的約束を遵守し、
技術的、経済的に可能な範囲で一層の環境保全に取り組む。

４．重点取り組みテーマの推進
　当社は、
１） 省エネ推進活動に積極的に取り組み、エネルギー原単位

１％削減／年を達成する。 
２） 水質管理活動に積極的に取り組み、外部流出事故ゼロを

達成する。
３） 廃棄物管理活動に積極的に取り組み、廃棄物原単位１％

削減／年を達成する。

５．再生地金の積極的使用
　当社は、アルミ缶のリサイクルにより生じる再生地金を積極
的に使用し、缶胴材の使用比率50％以上をキープする。

6．情報の開示
　この環境方針は社内外に開示する。

　重点取り組み３テーマについてはそれぞれ全
社規模の委員会を年２回開催し活動の進捗管理
を実施しています。また、活動結果は全社環境
委員会に上げられて評価・見直しを受けます。

1. 省エネ推進委員会
 「エネルギー原単位１％削減/年」
「エネルギー使用量の見える化」をベースに
した各工場の現場活動と全社的な取り組み
を重ねて、目標の達成を目指しています。

2. 水質管理委員会
 「外部流出ゼロ」

規制値の遵守、事故防止のための管理体制、
施設の運用方法の改善を、外部コンサルタ
ントの協力も取り入れ、継続しています。

3. 廃棄物管理委員会
 「廃棄物管理の徹底と
   　　　　原単位１％削減 /年」

廃棄物管理の徹底、法令遵守状況の確認、
法令改正内容の周知を行っています。また、
廃棄物削減の取り組みとして原単位１％削
減 / 年を目標に活動しています。
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物質フロー

総エネルギー使用量

製造ラインの稼働に使う電力、
製品乾燥に使うガスなどです。

（原油換算で　約7.4万KL）

2011年度原単位は前年比

5.9%減となりました。
今後も省エネ法に沿って5年間
の平均で原単位1％減/年を目
標に取り組んでいきます。

原材料投入量

製品の原料となる、アルミコイル
や塗料などです。

11.2万 トン

アルミコイル約10万トン中、

材料の約60%は
再生材です。

水使用量

製品を洗浄する水などです。

174万 m3

製造する製品構成などにより
増減はありますが、この5年間

の平均で1%減／年となっ
ています。今後もさらなる節
水に努めていきます。

大気・水域への排出量

製品の乾燥や洗浄に伴い発生
する水やガスの含有物質です。

SOx ： 3.5 トン
NOx ： 46.8 トン
ばいじん ： 14.2 トン
VOC ： 11.0 トン
CO2 ： 145,168.0 トン

BOD ： 4.0 トン
COD ： 7.4 トン
リン ： 0.1 トン
窒素 ： 2.0 トン

工場では、法令で決められた排出基準より厳
しい自主管理基準を設け、これの遵守に努め
ています。VOC＊については2009年度まで
に全工場、処理装置導入が完了しました。こ

れにより排出基準の1割
以下に減少しています。

産業廃棄物発生量

汚泥、廃油などです。

8,956 トン

重点取り組みテーマとして、排
出原単位1%削減/年を目標に掲
げています。2011年度は前年比

2.6%減を達成しました。

有害化学物質の排出量

36 トン
PRTR法＊に基づき、届出を行なった2011年
度分の対象物質の環境への排出量は36トン、

移動量は32トンでした。

お　客　様

生産活動

製　　品

＊『特定の化学物質の環境への排出
量等の把握等及び管理の改善の促
進に関する法律』

28.8億 MJ

※集計範囲　対象組織：ユニバーサル製缶株式会社全工場　対象期間：2011 年４月～ 2012 年３月

＊揮発性有機化合物。光化学
スモッグの一因。

INPUT

OUTPUT

アルミ缶製造における環境負荷

モノづくりには、多くの資源・エネルギーを消費し、さまざ

まな副産物や廃棄物を排出するという側面があります。当社

は、限りある資源を大切に使うこと（INPUTの削減・有効利

用）と、地球環境の保全に貢献すること（OUTPUTの削減・管

理）を念頭におき、アルミ缶製造メーカーとしての特徴を活か

した環境負荷低減に取り組んでいます。
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アルミ缶リサイクル

LCA（ライフサイクルアセスメント：製品の生涯の環境影響評価）

環境に優しいアルミ缶

アルミ缶はリサイクルにおいて
様々な優れた特徴を持っています
■ 高いリサイクル率*1

この5年間は、92.7% → 87.3%→ 93.4%→ 92.6%→ 
92.5%で推移しています！
*1　アルミ缶リサイクル率：
　　国内再生利用重量／国内消費重量（アルミ缶リサイクル協会調べ）

■リサイクルによる省エネルギー
再生地金製造に掛かるエネルギーは新地金製造の３％です！

■クローズドループリサイクル
品質を落とさず何度でも同じアルミ缶に生まれ変わります！
＊参考：カスケードリサイクル（徐々に品質が落ちて他のものに再生される）

当社のアルミ缶は
■再生材使用率60％　
　当社は、環境負荷の低い再生材*2を

約60％使用することで、ボーキサイ

ト資源の節約と省エネルギー、そして

地球温暖化防止に貢献しています。

■一貫処理によりCO2排出30％減
　また、三菱マテリアルグループの一

員として、三菱アルミニウム社との協力により、UBCを溶解

→鋳造→圧延→アルミ缶用コイル材へと一貫処理*3すること

で、さらに環境負荷の低い（一般的な処理と比べCO2排出量

30％減）アルミ地金再生システムを確立しています。
*2　再生材＝再生地金＋製缶工程スクラップ
*3　UBC一貫処理により、再生利用までの工程数削減や、途中の輸送負

荷軽減ができます。

当社は、LCAの手法を活用して、タイプⅢ環境ラベル

「EPD」と、「エコリーフ」を取得しました。タイプⅢ環境ラベ

ルとは、製品の生涯（ライフサイクル）の環境影響を数値化し

て公開するしくみで、消費者が環境負荷の低い製品を選ぶた

めの情報を提供します。また、今後は情報提供だけでなく、

環境負荷低減の取り組みにもLCA手法を活用すべく検討を開

始しています。
http://www.epd-eco.com http://www.jemai.or.jp/ecoleaf/index.cfm

＊それぞれ詳細情報はWeb上に公開されています。

使用エネルギー比較
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輸送トンキロとエネルギー使用原単位

ライフサイクルでの消費・排出量（当社350ml- 蓋 204径 1缶あたり）
温室効果ガス（CO2換算） エネルギー消費量

101.4 g 1.83 MJ
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現場の委員会（会議）と全社委員会の位置づけ
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当社アルミ缶の材料構成

廃棄物量の現状と対策後の効果
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※全工場実施後の理論値
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＊例）「EPD」で情報公開している当社缶の環境影響データの一例

当社のリサイクル推進活動

全社で回収活動実施
当社では従業員の環境貢献活動の受け皿として、全工場お

よび本社で家庭のUBCを持ち込める体制を整えており、社内

の自動販売機から発生するUBCを含めると2011年度の全社

回収量は約30万缶（従業員一人当たり322缶）に達しました。

今後も全従業員による回収活動を継続して、省資源と省エネ

ルギー、そして地球温暖化防止に貢献していきます。

岡山工場
従業員アルミ缶回収BOX

回収したアルミ缶の積入作業

群馬工場
従業員アルミ缶回収 BOX 従業員から回収したアルミ缶
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ライフサイクルでの消費・排出量（当社350ml- 蓋 204径 1缶あたり）
温室効果ガス（CO2換算） エネルギー消費量

101.4 g 1.83 MJ
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全社環境委員会
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［現場の会議］
C 

当社アルミ缶の材料構成

廃棄物量の現状と対策後の効果

現状 対策後

6,100 6,100

2,800 140

クーラント その他

※全工場実施後の理論値

95%削減し
さらに
有価物化！
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再生材
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約40%
新地金
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産業廃棄物の削減

省エネ委員会

輸送エネルギーの削減

環境負荷低減への取り組み

当社は、重点取り組み項目のひとつとして、廃棄物原単位

１％削減／年を掲げています。当社の全廃棄物のうち、アル

ミ缶成形時の潤滑

油であるクーラン

トの使用済み分が

約３割を占め、減

量化のポイントと

して課題となって

いました（廃クーラ

ン ト の 約95 ％ は

水）。そこで、遠心

分離機で水を分離し、排水処理場で

処理することで大幅な減量化を達成

しました。残った油は性状によって

は燃料として再利用できるため、廃

クーラントについては「減量化」から

さらに進めて「ゼロ化」も可能です。

現在一部で燃料化を実現し、この拡

大を進めています。この遠心分離に

よる取り組みは岐阜工場と群馬工場

で先行実施しており、現在、他工場

でも水平展開を図っています。

当社は省エネ活動について、全社的なPDCAを回すべく全

社環境委員会の下部の位置付けとなる「省エネ推進委員会」に

て年２回、全サイトの主要メンバーが集結して進捗確認を実

施しています。ま

た各サイトではサ

イト省エネ委員会

や日々の会議にて

現場の細かな活動

を管理しています。

省エネ活動の主

体はあくまでも工

場（製造現場）であ

り、当社は環境マネジメントシステムの中で現場活動と全社

方針が整合するしくみづくりを進めています。

このような取り組みの成果もあって2011年度は前年度比

５％以上の原単位削減を達成しました。

当社のアルミ缶や産業廃棄物などの輸送量合計が、2008

年度に3,000万トンキロを超え、2009年度に経済産業省

より「特定荷主」の指定を受けました。特定荷主としての義

務である「継続的に年平均１％以上のエネルギー使用原単位

の削減」の達成に向け、主に製品輸送の効率化に取り組み、

結果として次年度18％の削減を達成しました。その後、震

災影響等による悪化要因があったものの、３年間の平均で

4.4％ /年の削減を維

持しています。

今後もエネルギー

使用量及びCO2排出

量をさらに削減すべく、製品の輸送距離を短くするために顧

客納品先に近い製造工場で生産・出荷ができるような生産計

画策定をメインに取り組んでいきます。

CO2

CO2

CO22

使用エネルギー比較
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ライフサイクルでの消費・排出量（当社350ml- 蓋 204径 1缶あたり）
温室効果ガス（CO2換算） エネルギー消費量

101.4 g 1.83 MJ
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社会性報告 Social Report

当社では世界で初めてレトルト用防爆キャップを製品化い

たしました。

一度飲用され再栓した際に酵母が混入し、残った飲料が発

酵する二次発酵という現象があります。発酵ガスにより缶内

圧力が上昇し、容器破裂等の事故を引き起こす危険を回避す

るために、異常高圧時にガスを開放し内圧を正常化する「防

爆」という機能が要求されます。果汁入り飲料などのホットパ

ック製品には従来より防爆キャップが用いられています。一

方、ミルクコーヒーなどのレトルト製品では殺菌時の高温高

圧状態において高い密封性能が必要であり、異常高圧時にガ

スを開放する防爆機能とは相反する機能の両立が要求される

ことから製品化に至っていませんでした。

このような技術的難易度の高い要求に対し、当社の独自技

術であるレトルト用キャップに、異常高圧になると内圧を開

放するスリットを付与したキャップが、レトルト用防爆キャ

ップです。

異常高圧時のガス抜き精度と高温時の密封性を実現するた

めには、粘り強い開発精神と熟練のモノづくり技術が必要不

可欠でした。また、当製品は「2012日本パッケージングコ

ンテスト」において「適正包装賞」を受賞しました。

今後も安全、安心なボトル缶飲料をお届けできるよう、さ

らなる製品品質の向上を目指し、開発を続けていきます。

当社は現場力向上として人財の育成を掲げています。中で

も技術系新入社員の計画的な育成は、会社の持続的な発展に

極めて重要です。　

そこで、今年度初めての試みとして入社２

年目技術系社員によるテーマ発表会を実施し

ました。各自は、２年間で受けた教育および専

門技術も習得しながらの現場実習をもとにテ

ーマを選定し、その成果をまとめました。会社

幹部の前で緊張しながらも堂々とした発表で

あり、今後の業務に自信を持って取り組むことが期待されま

す。

当社では、新入社員に対して入社時導入研修を実施してい

ますが、2012年度から内容の見直しを図り、従来からのビ

ジネスマナー、CSR研修、各部概要説明等の内容に加え、さ

らに安全教育を強化した研修を実施しています。

経営目標である「安全第一、危険ゼロ」を達成するために

も、入社当初に安全教育を適切に行うことで、新入社員全員

が安全に対する基本的な考え方や知識を理解することが重要

だと考えています。

レトルト用防爆キャップ

技術系社員２年目発表

新入社員集合研修での安全教育の充実

技術開発・人財開発の取り組み

回転体危険体感
※参考写真：富士小山工場において、従業員対象に実施された安全体感教育の様子

高所危険体感

レトルト用防爆キャップ

テーマ発表会の様子
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社会性報告 Social Report

全員が働きやすい会社をめざして

「従業員の遵守事項」をカード化

結城工場　震災後の安全対策見直しについて

セクシュアルハラスメント防止等の取り組み
　同じ職場に働く社員の意欲を阻害し、職場環境を悪化させる
セクシュアルハラスメントやパワーハラスメントの防止と解決に
鋭意取り組んでいます。社員からの相談受付や苦情処理のため
の相談窓口担当者を事業所ごとに選任、情報管理を徹底してい
ます。当事者のプライバシーや秘密の厳守はもちろん、相談者
に不利益がおよぶことがないように適切な対応を図っています。

メンタルヘルスケア
　通常勤務困難者への就労サポートならびに長期欠勤者の職場
復帰のサポートとして「就業・職場復帰支援プログラム」を構築
しています。また、各事業所ごとのメンタルヘルス教育の実施
等、メンタルヘルスケアに取り組んでいます。

障がい者雇用
　障がい者雇用については、重要な経営課題として、全社を挙
げて取り組んでいます。障がい者雇用率2.0％達成を当社目標
とし（法定雇用率1.8％）、2012年７月現在では1.88％となっ
ています。これからも当社目標の2.0％を目指しつつ、今まで
以上に障がい者の適性に応じた職域の拡大・開拓、継続的な職
場環境の整備を図っていきます。

定年退職後再雇用
　当社では定年退職者の技術や知識を、後輩への指導・教育に引
き続き活かしてもらうため、再雇用制度を導入しています。
2012年7月現在、35名を各事業所及び関係会社で再雇用して
います。

労使協調
　経営施策の実施には全社員の理解と協力が必要不可欠です。
ユニオンショップ制のもと、四半期ごとに会社経営層と労働組
合役員が一堂に会する労使協議会等を開催し、経営方針などの
重要事項をはじめとする情報の共有化を図り、健全で良好な労
使関係を構築しています。また、日頃より各事業所において組
合支部と、経営状況や操業状況、業務運営等について、相互理
解を深めています。

社員相談室
　当社内における法令・企業倫理違反等の不正行為の早期発見
と是正を図り、当社のコンプライアンス経営を強化することを
目的に、相談窓口を設置しています。
■連絡先
〒112-8525　東京都文京区後楽１- ４-25 日教販ビル８F

「ユニバーサル製缶㈱管理部  総務・人事室　社員相談窓口」宛
Fax 03-3868-7467　Eメール：ml-unimado@mmc.co.jp

　当社は全社の安全衛生規則の中で、従業員の安全衛生意識
向上を目的とした、20カ条からなる「従業員の遵守事項」を
制定しています。このたびこれをカード化し、全従業員が常
時携帯するようにしました。これにより全従業員が、改めて
安全に対する意識を高め、一つひとつの事項に対する具体的

な理解と、遵守すべき行動の統一
を図ることができました。これを、
当社「安全文化」確立の一助とし、

「危険ゼロ」「災害ゼロ」を目指し活
動しています。

　結城工場では昨年の震災を機に緊急時の備えについて従来
の体制を総点検しました。
　定期的な防災訓練によって総合的な緊急時体制は整備され
ていたものの、実際の大きな揺れと全面停電の中では多々困
難に直面し、特に初期行動の面で改善すべき点を数多く見い
だしました。そこでまず①「地震時初期行動指
針」を策定、②職場ごとに第一次避難場所を設
定、③ヘルメットを既存の個人持ちに加えて現
場の重点箇所にも配備、④同箇所にケミカルラ
イトスティックを配備、⑤重点箇所への経路に
コンセント充電型停電灯を取り付け、等により
全従業員がどのような操業状態でも危険を最小
限に抑えて避難できる体制を整備しました。そ

の他転倒防止や備蓄品など細部にわたり不足分を補い、また、
これら対策は安全担当者会議等で全工場に周知し水平展開に
つなげています。
　このように今回の経験を貴重な教訓ととらえ、さらなる危
機管理体制の向上を図っています。

安全・快適な職場づくり

各所に配備したヘルメットと
電源不要のケミカルライトスティック

コンセント充電型停電灯
（取り外して懐中電灯にも）

ヘルメット

ケミカル
ライトスティック



17 ユニバーサル製缶 CSR 報告書 2012

社会性報告 Social Report

富士小山工場「愛のCANハート運動」

岐阜工場「おん祭MINOKAMO秋の陣」

滋賀工場「湖東地域環境保全研修会」

地域との関わり

エコブームの到来とともに環境問題への意識が高まって

いますが、富士小山工場では以前からアルミ缶の回収活動に

取り組んできました。2009年からは、従業員から提供され

た使用済みアルミ缶の収益金を社会福祉に役立てる「愛の

CANハート運動」を展開しています。これまで、地元の図書

岐阜工場が所在する岐阜県美濃加茂市では、毎年秋に旧中

山道にて「おん祭MINOKAMO 秋の陣」（中山道祭り）が開

催されます。当工場は、その「おん祭」においてアルミ缶回

収・抽選会を行っています。地域住民の方々は家庭で出たア

ルミ缶を持ち寄り、アルミ缶30缶で１回抽選することがで

きます。参加者の中には、

この日のためにアルミ缶を

大量に溜めて持参する方も

いらっしゃいます。この抽

選会は毎年大盛況であり、

「おん祭」の定番のブースと

して、皆様に親しまれてい

2011年、公益社団法人滋賀県環境保全協会主催で開催

された湖東地域環境保全研修会の事業所事例発表で、安全環

境部の代表者が当社の企業紹介含めEMS活動による具体例

をもちいた水質管理体制の取り組み等を発表しました。

当日は、県・市環境課・企業関係者65名の方が参加してい

ましたが、特にリサイクル活動には多くの方が興味深く耳を

傾けていました。

今後も引き続き、企業イメージの向上と地域に密着した活

動を展開していきたいと思います。

館に大活字本等、小学校には黒板等を寄贈しました。当社は

アルミ缶の製造販売のみならず、資源リサイクル活動を通

じ、環境に優しい社会の実現に向けた役割を担う会社とし

て、今後も地域に根差した地道な活動に取り組んでいきま

す。

ます。

回収したアルミ缶は、再生されて新たにアルミ缶に生まれ

変わり、消費者の皆様のお手元に戻っていきます。今後もア

ルミ缶回収を通じて、資源の節約、省エネルギー、そして地

球温暖化防止に貢献していきます。

アルミ缶回収風景 明倫小学校での寄贈式の様子

アルミ缶回収・抽選会場

明倫小学校での寄贈の様子

アルミ缶の計量風景

小山町から「感謝状」の授与

回収済みのアルミ缶

湖東地域環境保全研修会にて
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編集後記

本報告書は、今回で 6 回目の発行となります。

本報告書では、各部門の CSR 活動を検証し、当社

CSR の方向性について報告するため、CSR 活動の取

り組み状況と今後の課題等について、各部門担当役員

及び工場長にインタビューを行いました。

企業に対する社会的責任がより一層厳しく問われて

います。当社は引き続き、ステークホルダーの皆さまの

信頼に応えるため今後も一層 CSR を推進し、「Can 

For You !」を合言葉に、人と社会と地球にやさしい飲

料容器を提供してまいります。

当社 CSR についてのご指摘等につきましては、真摯

に受け止め、今後に活かしたいと存じます。是非とも、

ご意見・ご感想をお寄せくださいますようお願い申し上

げます。

発行日　2012 年 10 月 1 日
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